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「GIGAスクール構想」の実現のためのハード・ソフト・人材一体となった学びの環境整備

 児童生徒１人１台コンピュータを実現
（１台当たり４.５万円を補助。小中全学年で達成。高校は低所得世帯等へ支援。）

 高速大容量の通信ネットワーク（全ての小・中・高校・特別支援学校等で校内ネットワークを完備 (1/2補助) ）
 家庭学習のためのLTE通信環境（モバイルルータ）の整備支援（小・中・特別支援学校等）
 通信費の支援（低所得世帯への支援施策において相当額を特例的に追加支給）

＜ハード＞ ICT環境整備の抜本的充実

＜ソフト＞ デジタルならではの学びの充実
 新学習指導要領の実施（小：R2年度～全面実施、中：R3

年度～全面実施、高：R4年度～年次進行で実施）
 デジタル教科書・教材などのデジタルコンテンツの導入促進
 各教科等ごとのICTを効果的に活用した学習活動や先端

技術の利活用方法を提示（R元年度「教育の情報化に関する
手引」 を公表・周知。R２年度中に「先端技術利活用ガイドブック」
を公表）

 データ標準化やCBTの活用等により、教育データ利活用を
推進（学習指導要領をコード化。R2年度にCBTシステムのプロトタ
イプを開発、R3年度に全国展開）

＜人材＞ 日常的にICTを活用できる体制

 「GIGA StuDX推進チーム」による情報発信・共有
 (独)教職員支援機構による、各地域の指導者養成

研修の実施、研修動画の配信
 ICT活用教育アドバイザーによる、相談体制の充実
 GIGAスクールサポーターによる、学校における導入支

援（自治体に対して、国が1/2補助）
 ICT支援員による、日常的な教員のICT活用支援（

R４年度までに、４校に１人程度配置）

児童生徒１人１台コンピュータを実現することで、これまでの我が国の教育実践と
最先端のICTのベストミックスを図り、児童生徒・教師の力を最大限に引き出す。
災害や感染症の発生等による学校の臨時休業等の緊急時における、児童生徒
の「学びの保障」の観点からも、ICTを効果的にフル活用することが重要。
ハード面の整備だけでなく、ソフト・人材を一体とした改革を強力に推進。
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ＧＩＧＡスクール構想の実現
令和元年度補正予算額 2,318億円

令和2年度１次補正予算額 2,292億円
令和2年度３次補正予算額(案) 209億円

Society5.0時代を生きる子供たちに相応しい、全ての子供たちの可能性を引き出す個別最適な学びと協働的な学びを実
現するため、「1人1台端末」と学校における高速通信ネットワークを整備する。

ＧＩＧＡスクールサポーターの配置促進 105億円
○ 急速な学校ICT化を進める自治体等のICT環境整備等の知見を有する者の
配置経費を支援 対象：国・公・私立の小・中・高・特支等

公立、私立：1/2 国立：定額

学校ネットワーク環境の全校整備 1,367億円
○ 小・中・特別支援・高等学校における校内ＬＡＮ環境の整備を支援
加えて電源キャビネット整備の支援

対象：国・公・私立の小・中・高・特支等
公立、私立：1/2 国立：定額

児童生徒の端末整備支援 3,149億円
○ 「1人1台端末」の実現

対象：国・公・私立の小・中・特支等
国立、公立：定額(上限4.5万円)
私立：1/2(上限4.5万円)

○ 障害のある児童生徒のための入出力支援装置整備
視覚や聴覚、身体等に障害のある児童生徒が、端末の使用にあたって必要となる
障害に対応した入出力支援装置の整備を支援

対象：国・公・私立の小・中・高・特支等
国立、公立：定額 私立：1/2

緊急時における家庭でのオンライン学習環境の整備 197億円
○ 家庭学習のための通信機器整備支援
Wi-Fi環境が整っていない家庭に対する貸与等を目的として自治体が行う、LTE通
信環境（モバイルルータ）の整備を支援

対象：国・公・私立の小・中・高・特支等
国立、公立：定額（上限1万円） 私立：1/2（上限1万円）

○ 学校からの遠隔学習機能の強化
臨時休業等の緊急時に学校と児童生徒がやりとりを円滑に行うため、学校側が使
用するカメラやマイクなどの通信装置等の整備を支援

対象：国・公・私立の小・中・高・特支等
公立、私立：1/2（上限3.5万円） 国立：定額（上限3.5万円）

○ オンライン学習システム（CBTシステム）の導入
学校や家庭において端末を用いて学習・アセスメントが可能なオンライン学習システ
ム（CBTシステム）の全国展開等

令和元年度 1,296億円
令和２年度１次 71億円

令和元年度 1,022億円
令和２年度１次 1,951億円

◆国公私立の小・中・特支等義務教育段階の児童生徒が使用するPC端末整備
を支援

4,819億円

令和２年度１次 105億円

（文部科学省所管）

クラウド

高速大容量
機密性の高い
安価なネットワーク

１人１台端末 家庭での活用

 学びにおける時間・距離などの制約を取り払う ～遠隔・オンライン教育の実施～
 個別に最適で効果的な学びや支援 ～個々の子供の状況を客観的・継続的に把握・共有～
 プロジェクト型学習を通じて創造性を育む ~文理分断の脱却とPBLによるSTEAM教育の実現～
 校務の効率化 ～学校における事務を迅速かつ便利、効率的に～
 学びの知見の共有や生成 ～教師の経験知と科学的視点のベストミックス(EBPMの促進)～

目指すべき
次世代の
学校・
教育現場

◆国公私立の高等学校段階の低所得世帯等の生徒が使用するPC端末整備を支援
対象：国・公・私立の高等学校等
国立、公立：定額(上限4.5万円)
私立：原則1/2 (上限4.5万円)

令和２年度１次 11億円
令和２年度３次 4億円

令和２年度３次 161億円

○ 各学校から回線を一旦集約してインターネット接続する方法をとっている自治体に
対して、学習系ネットワークを学校から直接インターネットへ接続する方式に改める
ための整備を支援

対象：公立の小・中・高・特支等 公立：1/3
学校施設環境改善交付金の内数

令和２年度１次 147億円
令和２年度３次 21億円

令和２年度１次 6億円

令和２年度１次 1億円

学習系ネットワークにおける通信環境の円滑化

令和２年度３次 22億円

※「通信環境の円滑化」は学校施設環境改善交付金の内数
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対象
校種

令和３年度予算額（案） 2.1億円（新規）

国公私立の高等学校・中等教育学校

13箇所
1,400万円程度/箇所 （原則３年）

箇所数
単価（期間）

学校設置者

遠隔授業の開発・実施に必要な経費
（人件費、設備備品費、委員旅費、謝金等）

委託
対象経費

COREハイスクール・ネットワーク構想

○ 中山間地域や離島等に立地する小規模高等学校においては、地域唯一の高等学校として、大学進学から就職までの多様な進路
希望に応じた教育・支援を行うことが必要であるが、教職員数が限定的であり、生徒のニーズに応じた多様な科目開設や習熟度別指
導が困難。
→ 複数の高等学校の教育課程の共通化やICT機器の最大限の活用により、中山間地域や離島等の高等学校においても生徒の
多様な進路実現に向けた教育・支援を可能とする高等学校教育を実現し、持続的な地方創生の核としての機能強化を図る。

背景
・
課題

※中・大規模校（教育センター）から複数の高等学校に対する
「集中配信方式」の実施も推奨

生徒の多様なニーズに応じた質の高い教育実現する高等学校ネットワークのモデルを構築

中・大規模校
（教育センター）市町村

大学等 小中学校

産業界 ＮＰＯ

市町村

大学等 小中学校

産業界 ＮＰＯ

市町村

大学等 小中学校

産業界 ＮＰＯ

事業内容：中山間地域や離島等に立地する小規模高等学校の教育環境改善のためのネットワークの構築

地域社会に根ざした高等学校の学校間連携・協働ネットワークの構築：COllaborative REgional High-school Network

【事業の検証のための調査研究】
全国展開に向けて、各ネットワークにおける成果・課題を抽出・
分析する実証研究を実施

委託先

②地元自治体等の関係機関と連携・協働する体制の構築
⇒学校外の教育資源を活用した教育の高度化・多様化
⇒地域を深く理解しコミュニティを支える人材の育成

①同時双方向型の遠隔授業などICTも活用した連携・協働
⇒自校では受けることのできない授業の受講を可能化
⇒免許外教科担任制度の利用解消

◆文部科学省が実施教科や形態に応じた複数の研究テーマを設定し実施
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令和３年度予算額（案） 2.1億円
（新規）

国公私立の高等学校対象
校種

１５箇所 １,３００万円/箇所 ３年
箇所数
単価
期間

学校設置者、地方公共団体、民間企業、経済
団体、協同組合等

委託先

カリキュラム開発等に必要な経費
（人件費、設備備品費、実習費等）

委託
対象経費

マイスター・ハイスクール（次世代地域産業人材育成刷新事業）

背景
・

課題

■ 第４次産業革命の進展、デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）、六次産業化等、産業構造・仕事の内容は急速かつ絶えず革新。
■ 更に新型コロナウイルス感染症の感染拡大の中、DX,IoTの進展の加速度がさらに高まり、こうした革新の流れは一層急激に。
■ こうした中、 地域産業の人材育成の核となる専門高校の社会的要請として、産業構造・仕事の内容の絶え間ない変化に即応・同期化

した職業人育成が求められる。
→アフターコロナ社会で成長産業化を図る産業界が期待する専門高校の職業人育成システムを抜本的に改革

<連携パターン（例)>

【主な取組】
○ 産業界他関係者一体となったカリキュラム刷新・実践（コース、学科改編等）
○ マイスターハイスクールＣＥＯ（仮称）を企業等から指定し学校の管理職として

マネジメント
○ 企業技術者を教員として採用（マイスターハイスクール版クロスアポイントメント）
○ 企業等での授業・実習を多数実施、企業等の施設・設備の共同利用
○ 専攻科設置や高専化、大学連携等の一貫教育課程導入等の抜本的な改革

事業内容：成長産業化に向けた革新を図る産業界と専門高校が一体・同期化し、第4次産業革命・地域の持続的な成長を
牽引するための、絶えず革新し続ける最先端の職業人育成システムの構築

事業の成果等を通じて、第4次産業革命を牽引する地域産業人材育成エコシステムのモデルを示すことにより、各地域が取組む際の各種コスト
低減を図ることが可能となり、全国各地で地域特性を踏まえた取組を加速化させ、次世代地域産業人材育成の全国的な社会最適を目指す

産業界と一体となった専門高校の職業人材育成の抜本的改革

未来志向の産業界が中核となり、地元自治体等とともに、地域における人材育成と成長産業化のエコシステムの確立

専門高校

第4次産業革命を担う職業人育成

産業界

マイスター・
ハイスクール
ＣＥＯ
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新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ審議まとめ（概要）（抜粋）
～多様な生徒が社会とつながり、学ぶ意欲が育まれる魅力ある高等学校教育の実現に向けて～ （令和２年１１月１３日）

第３章 高校生の学習意欲を喚起し、可能性及び能力を最大限に伸長するための各高等学校の特色化・魅力化に向けた方策
【１．各学科に共通して取り組むべき方策】
(1) 地域の実態に応じた多様な高等学校教育の実現
 中山間地域・離島等に立地する小規模高等学校が教育課程の共通化・相互互換を図ることで、地理的制約を超えて教育資源を効果的に活用
 都道府県は、地元市町村等との丁寧な意見交換を通じて公立高等学校の在り方を検討。その際、総合教育政策会議を活用した首長部局との連携も有効

(2) 各高等学校の存在意義・社会的役割等の明確化（スクール・ミッションの再定義）・入口から出口までの教育活動の指針（スクール・ポリシー）の策定
 各設置者が、各高等学校の存在意義や社会的役割、目指すべき学校像をスクール・ミッションとして再定義
 各高等学校は、高等学校教育の入口から出口までの教育活動を一貫した体系的なものに再構築するため、

「育成を目指す資質・能力に関する方針」「教育課程の編成及び実施に関する方針」「入学者の受入れに関する方針」（仮称）を策定・公表
(3) 地域社会や高等教育機関等の関係機関と連携・協働した学びの実現
→ 各高等学校の目的を踏まえ、地域社会や高等教育機関等との連携・協働を推進（例：地元市町村等との協働体制であるコンソーシアムの構築）

【２．学科の特質に応じた教育活動の充実強化】
(1) 普通科改革
 各設置者の判断により、「普通教育を主とする学科」として、下記のような特色・魅力ある学科の設置を可能化
【学際的な学びに重点的に取り組む学科】
…SDGsの実現やSociety5.0の到来に伴って生じる諸課題に着目し、国際
社会及び日本社会における課題の発見・解決に資する資質・能力を育成

…国内外の高等教育機関や国際機関、国の機関等との連携・協働により、
大学教育の先取り履修や高大連携講座の仕組みの構築などを実施

【地域社会に関する学びに重点的に取り組む学科】
…地元市町村を中心とする地域社会の有する課題・魅力に着目し、地域社
会の持続的な発展や価値の創出に資する資質・能力を育成

…地元の市町村、高等教育機関、企業・経済団体等との連携・協働により、
フィールドワークや事例研究、社会人講座などを実施

【その他特色・魅力ある学びに重点的に取り組む学科】 …上記２学科を参照しつつ育成を目指す資質・能力を設定し、関係機関との連携・協働した教育を実施

(2) 専門学科改革
 産業界を核として地域の産官学が一体となって、将来の地域産業界・高等学校段階での人材育成の在り方を検討し、それに基づく教育課程を開発・実践
 産業教育施設・設備の計画的な整備、これを支える財政的措置の充実、地元企業の施設の活用等の工夫による最先端の施設・設備に触れる機会を創出

(3) 新しい時代に求められる総合学科の在り方
 多様な科目開設を実現するために、ICTも活用して他校の科目を履修して単位認定する仕組みの活用や、外部人材の活用を推進 5



大学等にとっては、地域の
特性やニーズを踏まえた教育研究
の活性化や大学連携推進、大学
等の地域における存在価値の向上

地方公共団体にとっては、
大学等の知と人材を活用した課題解
決や域内への若者の定着促進、地
域の経済基盤強化と社会の維持

産業界にとっては、自らの
ニーズを反映した人材育成や社員
の学び直し、共同研究による活性化、
魅力的な雇用の維持・増加

 それぞれの地域で、その地域における高等教育のグランドデザインが議論される。
 地方自治体、産業界を含む地域社会が、地域の大学を支える存在になる。
 地域にあるそれぞれの大学の強みや特色を活かした連携や統合が行われる。

地域の大学が核となり、地域全体でより質の高い人材育成を実現

 地方大学は、地域のニーズに応えるという観点からも充実し、知の拠点として地域ならではの人材
を育成・定着させ、地域経済・社会を支える基盤となることが必要

 地方大学は、地方公共団体、地域の産業界等と密に連携し、文理の枠にとらわれない
STEAM人材の育成や地元企業へのインターンシップ・リカレント教育の拡充

 Society5.0社会の実現にとって不可欠な数理・データサイエンス・AI教育の推進やオン
ライン教育の活用により、地域において新たな産業や雇用を創出し、地方創生の中核と
なることを目指す

地方大学の目指す方向性

 地域特性・ニーズを踏まえた人材育成やイノベーションの創出・社会実装に取り組む地方大学の
機能強化、活性化が重要
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地域連携プラットフォーム構築に関するガイドライン（ポイント）

運営の考え方
 運営：恒常的な運営体制の構築、

既存のネットワークの活用も有効
（議論の場、企画立案、実行組織等の役割分担、コーディネート・事務局機能）

 予算：参画組織からの会費徴収、国等のプロジェクト予算、企業版ふるさと
納税など多様な財源を活用 等

【地域連携プラットフォームの必要性と意義】
 大学等の高等教育機関は地域の人材を育成し、地域経済・社会を支える基盤。各地域は、人口減少、産業構造の変化、グローバル化、一極集中型か

ら遠隔分散型への転換といった動きの中で、地域ニーズを踏まえた質の高い高等教育機会の確保と人材の育成がこれまで以上に重要。
 地域の大学等、地方公共団体、産業界等がそれぞれの立場から単独で複雑化する地域課題の解決やイノベーションの創出に取り組むことは限界。

 IT技術等の進化により、地域においてもデジタル革命など新しい産業創出やイノベーションを生み出し、地域経済・社会を革新的に変えるチャンス。
 このため、大学等、地方公共団体、産業界等様々な関係機関が一体となった恒常的な議論の場を構築し、エビデンスに基づき、現状・課題を把握した

上で、地域の将来ビジョンを共有し、地域の課題解決に向けた連携協力の抜本的強化を図っていくことが不可欠。

地域社会のビジョンの共有、理解の促進
 地域社会、地域産業のビジョン等
 地域の高等教育の果たす役割を再確認 等
地域の現状・課題の共有と将来予測
 大学進学時等の人口動態、地域社会・産業

構造、将来予測も含め議論 等

議論することが考えられる事項
 プラットフォームにおける共通的な目標、

方向性の確認
 目標等を踏まえた行動計画、地域課

題の解決策
 地域の高等教育のグランドデザイン 等

課題解決のために実行する事項（例）
 地域課題解決型の実践的な教育プロジェク

トの提供
 産業振興、イノベーションの創出
 大学等進学率（特に域内進学率）や域

内定着率の向上策
 外国人留学生の受入れや社会人向け教

育プログラムの開発 等

地域連携プラットフォームで共有・議論・実行することが考えられる事項

体制整備の考え方
 対象地域：都道府県などの行政単位、生活・経済圏、都道府県を越えた

広域ブロック等、地域によって最適な単位を検討
 参画主体：大学等、地方公共団体、産業界等の組織的関与

（トップの関与とともにミドル層、キーパーソンが対話に参画）

地域連携プラットフォームの体制整備、運営（既存の地域ネットワークや産官学連携の枠組みを活用することも考えられる）

（※）ガイドラインは、各地域が抱える事情や課題が様々であることを前提として、地域連携プラットフォームの構築に向けて検討する際の参考に資するもの。

高等教育機関との連携による課題解決と地域振興 地域社会の維持・活性化地域の高等教育機会と人材の確保

大学等にとっては、地域ニーズを取り入れた教
育研究の活性化や大学間連携の推進、大学
等の地域における存在価値の向上

地方公共団体にとっては、大学等の知と人材を
活用した課題解決や域内への若者の定着促進、
地域の経済基盤強化と社会の維持・存続

産業界にとっては、自らのニーズを反映した人
材育成や共同研究による活性化、魅力的な雇
用の維持・増加

（※）ガイドラインの参考資料として、地域ごとの大学、人口動態、産業構造の状況など議論の参考として考えられるデータ集を整理し、検討を促す。

令和２年10月30日公表

（参考）文部科学省ホームページ「地域連携プラットフォームの構築」https://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/platform/mext_00994.html 7



「めぶく。プラットフォーム前橋」(MPFM)概念

財源・人材
ノウハウ等
各種資源

産業界

行政

地域課題
解決

大学

前橋市 未来型政策事業
市の行政課題として、大学・産業・行政の

新たなスキームが構築された

MPFM

令和元年１１月１２日 中央教育審議会
大学分科会（第１５１回） 資料４－２
前橋市、共愛学園前橋国際大学提出資料

2018年9月 MPFMを運営するための組織として推進協議会が発足

地域人材の育成・定着に向けた産学官連携基盤推進協議会 ■前橋市

■前橋商工会議所
■群馬大学
■県立県民健康科学大学
■市立前橋工科大学
■群馬医療福祉大学
■明和学園短期大学
■共愛学園前橋国際大学

https://www.mebuku-pfm.jp/
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前橋で

学ぶ

前橋で

働く
前橋で

生きる

めぶく。プラットフォーム 前橋が取り組むべき方向性

目的

テーマ

１

２

●大学の活性化、魅力向上

 合同FD・SD事業

 共同教育プログラム
 共同留学プログラム
 共同公開講座
 学生間の交流・活動支援 等

部会

・
取組

３

●高等教育機関への進学促進

 共同大学説明会
 学校連携事業

（小中高大専接続）
 共同奨学金の検討 等

①
大
学
活
性
化
部
会

●市内企業への就職促進

 インターンシップ事業
 企業見学・キャリアセミナー
 大学と地域との交流
 ＵＩＪターン促進事業
 奨学金返済支援の検討
 留学生の就職 等

●人材の定着

 多様な働き方の推進
（介護離職、テレワーク等）

 企業や従業員間の交流･活動支援

等

②
学
生
定
着
・
Ｕ
I
Ｊ
部
会

●人材の育成

 リカレント教育プログラム
 創業・事業承継支援
 クリエイティブ人材の還流
 シニア人材の活躍

等

③
人
材
育
成
部
会

●持続可能なﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ体制の構築④総務部会

「地域人材の育成・定着」
前橋市のビジョン「めぶく。～良いものが育つまち（Where good things grow.）～」には、「前橋の未来に向かって、これまで大切にしてきたまちの誇りや

可能性を受け継ぎ、磨き育て、新たな価値を生み出しながら、将来を担う子や孫たちの世代に未来への襷として繋いでいくことを、ここに暮らす全ての
人で実現する」という想いが込められています。

この街では、ビジョンのもと、学びたい者は大きな繋がりの中で豊かに学び芽吹くことができ、働きたい者は支える仕組みに励まされながら伸びること
ができ、仕事を承継させたり生涯にわたり活躍したいと願う者は新たな知見を得て実り継ぐことができる。
私たちは、ここ前橋で、個々が自分らしく光輝くために、人材を芽吹かせ、はぐくみ、根付かせていきます。
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イ
ノ
ベー
シ
ョ
ン
・
エ
コ
シ
ス
テ
ム
の
形
成

共創の場形成支援 -知と人材が集積するイノベーション・エコシステム-

背景・課題
• 将来の不確実性や知識集約型社会に対応したイノベーション・エコシステムを産学官

の共創（産学官共創）により構築することが必要。
• 今後、「ウィズ・コロナ」、「ポスト・コロナ」の社会像を世界中が模索する中、産学官
民で将来ビジョンを策定・共有し、その実現に向かって取り組むことが必要。

• 経済が厳しい状況にある中、国が重点的に支援し、大学等を中核とした組織対組
織の本格的な共同研究開発の推進と環境づくりを進めることが重要。

【統合イノベーション戦略2020（令和２年7月17日閣議決定）】
・新型コロナウイルス感染症の影響による、産学連携の研究開発投資の
急激な減速を防ぎ、悪循環を回避していくため、コロナショック後の社会
変革や社会課題の解決に繋がる優れた新事業を目指す産学官の共同
研究開発やオープンイノベーション促進及び地方大学の機能強化による
恒常的なイノベーション・エコシステム構築のための施策を推進する。

事業概要
• 新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、国連の持続可能な開発目標（SDGs）にもとづく未来のあるべき社会
像（ビジョン）を描き、その達成に向けて、大学等を中心とした産学官共創により、ビジョン実現に向けた「新たな経済
的・社会的価値を創造するバックキャスト型研究開発」とそれを支える「産学共創システムの構築・持続的運営」を
パッケージで推進する拠点の形成を支援。

国 JST

運営費
交付金

大学・
国立研究開発法人等

委託

移行審査
育成型

・・・
本格型

応募

応募

A大学・
研究開発法人

C自治体

B企業

プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
型
産
学
官
連
携

の
一
体
的
推
進

共創の場形成
支援プログラム
（COI-NEXT）

育
成
型

目指すビジョンの構築や研究テーマの組成、研究推進体制整備等を実施。進
捗管理、ネットワーキングや発展シナリオ等のハンズオン支援及び本格型への移
行審査を実施。

支援規模：3千万円程度/年
支援期間：2年度程度
支援件数：22拠点程度（新規12拠点程度）

本
格
型

①知識集約型社会を牽引する大学等の強みを活かし、「ウィズ・コロナ」、「ポス
ト・コロナ」時代の社会ビジョン達成を目指す産学官共創拠点（共創分野）、
②国の重点戦略（政策重点分野）を踏まえた拠点、③大学等と地域のパー
トナーシップによる拠点（地域共創分野）について、価値創造のバックキャスト
研究開発と持続的なシステム構築を推進。

支援規模：~4億円程度/年
支援期間：最長10年度
支援件数：10拠点程度（新規4拠点程度）

OPERA
(継続のみ)

民間企業とのマッチングファンドにより、複数企業からなるコンソーシアム型連携に
よる非競争領域の大型共同研究と博士学生等の人材育成、大学の産学連携
システム改革等を一体的に推進。

支援規模：共創PF型・育成型1.7億円/年
OI機構連携型 1億円/年

支援期間：原則5年度(育成型6年度）

COI
(継続のみ)

10年後の目指すべき日本の社会像を見据えたビジョン主導によるバックキャスト
型のチャレンジング・ハイリスクな研究開発を、大学や企業等の関係者が一つ屋
根の下で一体となって推進。

支援規模：1-10億円/年度
支援期間：原則9年度

育成型・本格型合わせて約34億円

新型コロナウイルスの影響を踏まえ、SDGsに基づく未来のあるべき社会像を探索し、参画する
組織のトップ層までビジョンを共有。「ウィズ・コロナ」、「ポスト・コロナ」の国の成長と地方活性化、
持続可能な社会の実現を目指す。

「人が変わる」
SDGs×ウィズ/ポストコロナ

に係るビジョンを共有

「社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

ビジョンからバックキャストし、研究開発目標と課題を設定。組織内外の様々なリソースを統合
することで最適な体制を構築し、イノベーション創出に向けた研究開発を実施。ビジョン実現に
必要な社会実装、社会システム変革を目指す。

産学共創拠点を自立的に運営するためのシステム（産学共創システム）を構築。プロジェクト
終了後も、代表機関が中心となり持続的に運営。

「大学が変わる」
持続的な産学共創
システムの整備・運営

連携のイメージ

令和3年度予算額(案) 13,734百万円
(前年度予算額 13,800百万円）

※運営費交付金の推計額
令和2年度第3次補正予算額(案) 900百万円

科学技術
イノベーション

持続可能な
社会の実現

「ウィズ・コロナ」
「ポスト・コロナ」の

国の成長と地方活性化

共創
の場

企業等との
共同研究推進

自立的に運営するための
仕組みと体制を構築

SDGs×ポストコロナの
社会像（ビジョン）共有

産学共創
システム

（３つのポイント）
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• 地方大学等を中心とした地域共創拠点に、持続的な運営に必要となる
機能を備えたシステム（地域産学官共創システム）の整備・運営を図る
など、拠点の自立化に向けた取組を推進。

地域内外の研究機関等
も参画し、産学共同
研究開発を推進

背景・課題
 新型コロナウイルス感染症の拡大は、知的・人的・物的リソースを都市部に依存する一極
集中型の日本社会の脆弱性を浮き彫りに。「ウィズ/ポストコロナ」時代を生き抜くため、強
靭性（レジリエンス）を獲得し、新たな感染症などの危機にさらされても持続できる経済・
社会構造への変革が必須。

 地域への分散化を図りリスクを最小化し、都市部の機能低下が地域の機能低下につなが
ることのないよう、地域産業・社会の抱える課題に対して、地域が自ら行動して自律的・
持続的に課題を解決することが可能なイノベーション・エコシステムの構築が急務。

 絶えず変化・複雑化する地域の課題に対し、知の拠点である地方大学、地域ニーズを把
握している地方自治体、出口となる企業がそれぞれの立場のみで課題解決やイノベーショ
ンを創出することは限界にきており、地域における産学官の地域共創の場の構築が必要。

【経済財政運営と改革の基本方針2020（令和２年７月17日閣議決定）】
• 感染症拡大を受けて産学連携を促進しスタートアップ活動の停滞を防ぐためにも、社会変革や社会

課題の解決につながる優れた新事業を目指す産学官の共同研究開発の強化や大学発ベンチャー
支援、地方大学を核とした共創の場の構築支援・アントレプレナーシップ教育等を推進。

【まち・ひと・しごと創生基本方針2020（令和２年７月17日閣議決定）】
• 地方公共団体と地方大学が緊密に連携して、中長期的な見通しの下、その地域の活性化及び
地域社会課題の解決に必要な研究シーズの社会実装や、そのために必要な人材を将来にわたって
確保するために必要な取組を進めることを支援し、もって地方創生に資する科学技術イノベーションが
地域において自律的・継続的に創出されるエコシステムを構築する。

• 大学と産業界・地方公共団体との連携強化を推進し、地域のニーズを踏まえた人材育成等を促進
するため、各地域における地域連携プラットフォーム（仮称）の構築や、これを活用した地域産業
の推進等に資するエコシステムの構築を推進する。

• 地方大学において、地域の特性やニーズを踏まえた人材を育成し、地域に着実に定着させるとともに、
イノベーションの創出や社会実装により地方における新たな産業や雇用の創出を更に推進するため、
STEAM人材の育成や分野融合の教育研究推進とその成果の社会実装等を強化する地方国立
大学の定員の増員を含め、今後の地方大学の望ましい在り方を実現するための大胆な改革に向け
た検討を速やかに行う。

【事業スキーム】
提案主体：大学等×自治体×企業

育成型： 8拠点程度
支援規模：３千万円程度/１拠点
支援期間：２年度程度

本格型：2拠点程度
支援規模：２億円程度/１拠点
支援期間：最長10年度

（学）
地方大学等

（官）
地方自治体

（産）
産業界

地域拠点ビジョン
提示

地域拠点ビジョン案
政策提言

主体的コミット 企業ニーズの
提示

予算措置
実証フィールドの提供
自治体職員の派遣

共同研究資金の提供
企業人の派遣

学生の企業派遣受入れ

地域拠点ビジョンを実現

・ 地域の社会的課題の解決
・ 地域の経済発展

企業支援プログラム
技術シーズマッチング

（地域共創拠点）

「人が変わる」
SDGs×ウィズ/ポストコロナに
係る地域拠点ビジョンを共有

「地域社会が変わる」
科学技術イノベーションに
よる社会システムの変革

「大学が変わる」
持続的な地域産学官共創

システムの整備・運営

• 「ウィズ/ポストコロナ」時代を生き抜き、地域課題の解決や地域経済の発
展を通じた持続的な地域社会の実現に向け、地域共創の場で地域拠点
ビジョンを策定・共有し、産学官のステークホルダが新たな関係を構築。

• 地域拠点ビジョンからのバックキャストにより、地方大学等の知・人材を活
かして、産学共同研究開発により科学技術イノベーションを創出。産学
官の協力によりビジョン実現に必要な社会実装を図るとともに、地域の
社会システム変革に寄与することを目指す。

共創の場形成支援 ー地域共創分野 －

事業概要
SDGs、ウィズ/ポストコロナ時代をふまえた未来の地域社会のあるべき姿（地域拠点ビジョン）に基づき、大学等と地域のパートナーシップによる地域共創の場を通じて、
地域が自律的に地域課題解決・地域経済発展を進めることができる持続的な地域産学官共創システムを形成し、地域の社会システムの変革に寄与することを目指す。

地域共創の場
（地域共創拠点等に設置し、地域拠点ビジョンの作成
等を実施。地域連携ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑも活用して運用。）

ビジョンの実現に必要な研究
開発成果の社会実装

ビジョンの実現に向けて、必要
な施策立案等を実施

（３つのポイント）

政策への
提言 社会実装に係

る提案

国 JST 委託運営費
交付金 大学等

令和3年度予算額(案) 「共創の場形成支援」 13,734百万円の内数
※運営費交付金の推計額
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スポーツ・健康まちづくり（概要）

①東京ｵﾘﾊﾟﾗ、ﾜｰﾙﾄﾞﾏｽﾀｰｽﾞｹﾞｰﾑｽﾞ
2021関西等のﾚｶﾞｼｰを全国に残す

②スポーツ関連産業の拡大とそれが
地域経済にも貢献できる仕組みが
必要

③スポーツ実施率を上げ、国民の健康
長寿に貢献

【背景】 スポーツ・健康まちづくり
(1)スポーツの力を活用して、各地域が持つ多様

な社会課題（地域経済の低迷等）を解決し、
地域経済活性化に貢献

(2)様々なスポーツ関連領域で活躍する優秀な人
材を継続的に育成・輩出

① 地域経済やスポーツツーリズム・
ヘルスケア産業の拡大

② 元気な「ひと」と「まち」の増加
(健康格差の減少)

③ 社会保障費の適正化への貢献

【5年後のスポーツ・レガシー】

【政策の柱】

【目標】5年後にスポーツ・健康まちづくりに
取り組む地方公共団体の割合
⇒20％

１．スポーツを活用した経済・
社会の活性化

２．スポーツを通じた健康増進
・心身形成・病気予防

３．自然と体を動かしてしまう
「楽しいまち」への転換

○スポーツツーリズムの推進、地域スポーツ
コミッションの設置支援・機能強化

○大学スポーツによる地域貢献及び
UNIVASの活用

○大会の開催都市やホストタウンのレガ
シー形成支援 等

○スポーツ実施率向上に向けた推進体
制の構築

○学校体育施設の活用促進
○学校体育と地域ｽﾎﾟｰﾂの連携・協働
○医療機関との連携の促進

等

○Walkable Cityの実現
○公園のさらなる活用によるスポーツが

したくなる環境整備（広場の芝生化
等）

○自転車の活用推進（自転車通行
空間の整備促進等） 等

【政策を推進する基盤整備】
○自治体等のマインドチェンジ・キャパシティビルディング ○組織・体制の再構築及び連携の強化
・首長・自治体職員、民間企業社員、スポーツ指導者等に
対するWeb講習、研修会、ガイドラインや手引書の配布等

・セカンドキャリアを見据えたデュアルキャリア教育の推進

・自治体内における関係部局（ｽﾎﾟｰﾂ部局、企画部局、健康福
祉部局、まちづくり部局、国際部局等）間での連携の促進

・地域スポーツコミッションや総合型スポーツクラブ等について現状と
課題を把握し、今後の組織の在り方を検討 等 12
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